
別紙３ 

けんしんネットバンキングご利用規定改正の概要 

 

１８．免責事項 

  (1) 申込書類等に使用された印影と届出の印鑑とを相当の注意をもって照合し、相 
違ないと認めて取り扱いましたうえは、それらの書類につき偽造・変造・盗用ま 
たは不正使用等があっても、そのために生じた損害については、当組合は責任を 
負いません。 

  (2) 災害・事変・裁判所等公的機関の措置等やむを得ない事由があった場合および
当組合の責によらない通信機器、回線およびコンピュータ等の障害ならびに電話

回線、携帯電話網、インターネットの不通等により、本サービスの取り扱いが遅

延したり不能となった場合、そのために生じた損害については、当組合は責任を

負いません。 
  (3) システム更改時あるいは障害時には、本サービスを停止する場合がありますが、

そのために生じた損害については、当組合は責任を負いません。 
  (4) 本サービスの利用に関して、当組合の責によらない事由によりお客さまに生じ

た損害について、当組合は責任を負いません。 
  (5) お客さまは当組合が提供するガイドブック、リーフレット、ホームページ等に

記載されている当組合所定のセキュリティ対策、盗聴等の不正利用対策、および

本人確認手段について理解し、リスクの内容を承諾のうえ本サービスの利用を行

うものとし、当組合が当組合所定の確認手続を行ったうえで取扱いを行った場合 
   は、端末、暗証番号、ログインＩＤ、パスワード等（以下、「パスワード等」とい 
      います。）について偽造、変造、盗用、不正使用その他の事故があっても、そのた 

 めに生じた損害については、当組合は責任を負いません。 
    ただし、契約者が個人の契約者であって、パスワード等が盗難(盗取、盗聴等に 

 より不正に第三者の知るところとなることをいいます。）され、かつ振込、振替等 
 により不正に預金が減少または不正に当座貸越が実行された場合(以下、｢不正な 
 振込等」といいます。）、契約者は後記１８の２．に基づき補てんの請求を申し出 
 ることができるものとします。 

      
１８の２．パスワード等の盗難による振込等 

  (1) 不正な振込等については、次の各号の全てに該当する場合、契約者は当組合に
対して後記(2)に定める補てん対象額の請求を申し出ることができます。 

   ① パスワード等の盗難または不正な振込等に気づいてからすみやかに、当組合 

    への通知が行われていること。 

   ② 当組合の調査に対し、契約者より十分な説明が行われていること。 

   ③ 当組合に対し、警察署に被害届を提出していることその他盗難にあったこと 

    が推測できる事実を確認できるものを示すなど、被害状況、警察への通知状況 



    等について当組合の調査に協力していること。 

  (2) 前記(1)の申出がなされた場合、不正な振込等について、利用する端末の安全
対策やパスワード等の管理を十分に行っている等、契約者が無過失である場合、

当組合は、当組合への通知が行われた日の３０日（ただし、当組合に通知するこ

とができないやむをえない事情があることを契約者が証明した場合は、３０日に

その事情が継続している期間を加えた日数とします。）前の日以降になされた不正

な振込等にかかる損害（取引金額、手数料および利息）の額に相当する金額（以

下、「補てん対象額」といいます。）を補てんするものとします。 

    なお、契約者が無過失と認められない場合にも、故意または重大な過失が無い

場合には、補てん対象額の一部を補てんすることがあります。 

  (3) 前記(1)、(2)、は前記(1)にかかる当組合への通知が、パスワード等の盗難が
行われた日（当該盗難が行われた日が明らかでないときは、不正な振込等が最初

に行われた日。）から、２年を経過する日後に行われた場合には、適用されないも

のとします。 

  (4) 前記(2)にかかわらず、次のいずれかに該当する場合には、当組合は補てんを
行いません。 

   ① 不正な振込等が行われたことについて当組合が善意かつ無過失であり、かつ、 

    次のいずれかに該当すること。 

    ア 不正な振込等が契約者の重大な過失により行われたこと。 

    イ 契約者の配偶者、二親等内の親族、同居の親族、その他の同居人、または、 

     家事使用人によって行われたこと。 

    ウ 契約者が、被害状況についての当組合に対する説明において、重要な事項 

     について偽りの説明を行ったこと。 

   ② パスワード等の盗難が、戦争、暴動等による著しい社会秩序の混乱に乗じま 

    たはこれに付随して行われたこと。 

  (5) 当組合が前記(2)に定める補てんを行う場合、不正な振込等の支払原資となっ 
   た預金（以下、「対象預金」といいます。）について、契約者に払戻しを行ってい 

   る場合には、この払戻しを行った額の限度において、補てんは行わないものとし 

   ます。また、契約者が不正な振込等を行ったものから損害賠償または不当利得返 

   還を受けた場合も、その受けた限度において同様とします。 

  (6) 当組合が前記(2)により補てんを行った場合には、当該補てんを行った金額の 
   限度において、対象預金に関する権利は消滅します。 

  (7) 当組合が前記(2)により補てんを行ったときは、当組合は、当該補てんを行っ 
   た金額の限度において、盗難されたパスワード等により不正な振込等を行った者 

   その他の第三者に対して契約者が有する損害賠償請求権または不当利得返還請求 

   権を取得するものとします。 

 

以上 


